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香川県病院局組織規程等の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和７年３月28日 

                                              香川県病院事業管理者  槇  野  博  史   

香川県病院局管理規程第１号 

   香川県病院局組織規程等の一部を改正する規程 

 （香川県病院局組織規程の一部改正） 

第１条 香川県病院局組織規程（平成19年香川県病院局管理規程第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

目次 目次 

 第１章・第２章 略  第１章・第２章 略 

 第３章 病院（第８条―第20条）  第３章 病院（第８条―第19条） 

 附則  附則 

  

（職の設置） （職の設置） 

第３条 略 第３条 局に、次に掲げる職を置き、職員をもってこれに充てる。 

 略 本庁 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略 

(３)  政策主幹  

(４)～(13) 略 (３)～(12) 略 

 略  略 

  

（職員） （職員） 

第５条 略 第５条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 局に、政策主幹を置くことができる。  

４・５ 略 ３・４ 略 

  

（職務） （職務） 

第６条 略 第６条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 政策主幹、主幹、副主幹、専門副主幹及び主任は、上司の命を受けて、

特定の事務を処理する。 

５ 主幹、副主幹、専門副主幹及び主任は、上司の命を受けて、特定の事務

を処理する。 

６・７ 略 ６・７ 略 
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（職務） （職務） 

第18条 略 第18条 略 

  

（診療科長）  

第19条 病院に、診療科長を置くことができる。  

２ 診療科長は、上司の命を受けて、特定の業務を処理する。  

  

（雑則） （雑則） 

第20条 略 第19条 略 

  

（香川県立病院事務決裁規程の一部改正） 

第２条 香川県立病院事務決裁規程（平成19年香川県病院局管理規程第７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

別表第１（第２条、第６条関係） 別表第１（第２条、第６条関係） 

 
県立病院 

代 決 者   
県立病院 

代 決 者  

 第１順位 第２順位   第１順位 第２順位  

 香川県立中

央病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する副

院長、その他の事務につ

いては事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長（事

務局次長が置かれていな

いときは、服務関係事務

については総務課長）。

ただし、栄養士、診療放

射線技師、臨床工学技士、

理学療法士、作業療法士

及び言語聴覚士に係る特

定服務関係事務（別表第

３の２の項(３)、(５)、 

(７)、(８)及び(10)から

(13)までに掲げるものを

いう。以下同じ。）につ

いては、技師長 

  香川県立中

央病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する副

院長、その他の事務につ

いては事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長（事

務局次長が置かれていな

いときは、服務関係事務

については総務課長）。

ただし、栄養士及び診療

放射線技師に係る特定服

務関係事務（別表第３の

２の項(３)、(５)、(７)、

(８)及び(10)から(12)ま

でに掲げるものをいう。

以下同じ。）については、

技師長 
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 香川県立丸

亀病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する医

師である職員、その他の

事務については事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長（事

務局次長が置かれていな

いときは、服務関係事務

については総務企画課長）。 

  香川県立丸

亀病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する医

師である職員、その他の

事務については事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長（事

務局次長が置かれていな

いときは、服務関係事務

については総務企画課長）。

ただし、栄養士及び臨床

検査技師に係る特定服務

関係事務については、技

師長 

 

 香川県立白

鳥病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する副

院長、その他の事務につ

いては事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長。た

だし、診療放射線技師、

臨床検査技師、理学療法

士、作業療法士及び言語

聴覚士に係る特定服務関

係事務については、技師

長 

  香川県立白

鳥病院 

診療業務についてはあら

かじめ院長が指定する副

院長、その他の事務につ

いては事務局長 

診療業務以外の事務につ

いては、事務局次長。た

だし、診療放射線技師及

び臨床検査技師に係る特

定服務関係事務について

は、技師長 

 

  

別表第２（第２条、第７条関係） 別表第２（第２条、第７条関係） 

 
専 決 者 

代 決 者   
専 決 者 

代 決 者  

 第１順位 第２順位   第１順位 第２順位  

 事務局長 事務局次長 主管課長（服務関係事務

については、職員の所属

する課の長） 

  事務局長 事務局次長又は主管室長 主管課長（服務関係事務

については、職員の所属

する課の長（調理師につ

いては、技師長）） 

 

 略     略    

  

別表第３（第３条、第４条関係） 別表第３（第３条、第４条関係） 

 

関係事務 事   項 
院長

委任 

決裁区分   

関係事務 事   項 
院長

委任 

決裁区分  

 

院長 
事務

局長 

事務

局長

等 

  

院長 
事務

局長 

事務

局長

等 

 

 １ 略          １ 略         

 ２ 服務関 (１)～(12) 略          ２ 服務関 (１)～(12) 略         
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  係事務 (13) 院長及び所属の

職員の申告を考慮し

て勤務時間の割振り

及び休憩時間を定め

ること。 

           係事務           

    ア 院長及び所属の

職員（イの職員を

除く。）に係るも

の 

  ○                    

    イ 事務局等職員に

係るもの 

      ○                

  (14)～(18) 略        (13)～(17) 略      

 ３ 略           ３ 略          

  

（香川県病院局企業職員の給与に関する規程の一部改正） 

第３条 香川県病院局企業職員の給与に関する規程（平成19年香川県病院局管理規程第８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（期末手当及び勤勉手当） （期末手当及び勤勉手当） 

第20条 期末手当及び勤勉手当については、給与条例及び一般職任期付職員

条例の適用を受ける者の例による。この場合において、期末手当及び勤勉

手当に関する規則（昭和38年香川県人事委員会規則第20号）第５条の２中

「別表第１」とあるのは「香川県病院局企業職員の給与に関する規程（平

成19年香川県病院局管理規程第８号）別表第13」と、同規則第５条の３中

「別表第２」とあるのは「香川県病院局企業職員の給与に関する規程別表

第14」と、同条第２項中「掲げる割合」とあるのは「掲げる割合（同表の

医療職給料表(一)の項に掲げる職員（病院の院長及びこれに相当する職に

ある職員を除く。）が診療科長である場合にあっては、当該割合に1 0 0分

の３を加算した割合）」と、同規則第５条の４中「別表第１」とあるのは

「香川県病院局企業職員の給与に関する規程別表第13」とする。 

第20条 期末手当及び勤勉手当については、給与条例及び一般職任期付職員

条例の適用を受ける者の例による。この場合において、期末手当及び勤勉

手当に関する規則（昭和38年香川県人事委員会規則第20号）第５条の２中

「別表第１」とあるのは「香川県病院局企業職員の給与に関する規程（平

成19年香川県病院局管理規程第８号）別表第13」と、同規則第５条の３中

「別表第２」とあるのは「香川県病院局企業職員の給与に関する規程別表

第14」と、同規則第５条の４中「別表第１」とあるのは「香川県病院局企

業職員の給与に関する規程別表第13」とする。 

  

附 則 附 則 
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（特殊勤務手当の支給額の特例） （特殊勤務手当の支給額の特例） 

21 略 21 略 

  

（初任給の決定の特例）  

22 当分の間、再採用（かつて職員であったことを受験資格とする選考によ

り再び採用することをいう。以下同じ。）された職員の初任給は、再採用

の日の前日から、退職した日から再採用の日の前日までの期間につき、別

表第５及び別表第６の級別資格基準表を適用する場合における当該職員の

経験年数に相当する期間を遡った日に採用され、引き続き在職したものと

みなして、当該遡った日において、当該退職した日における給与条例第４

条第２項の規定により当該職員の属する職務の級並びに同条第３項、第４

項、第７項及び第８項の規定により当該職員の受ける号給（以下「退職日

級号給」という。）を基礎とし、かつ、局内の他の職員との均衡を考慮し

て昇格、昇給等の規定を適用した場合に当該再採用の日に属することとな

る職務の級及び受けることとなる号給を超えない範囲内で決定する。 

 

  

23 退職した日に条例第４条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職

（以下「管理監督職」という。）を占める職員を管理監督職以外の職に再

採用した場合における当該職員の退職日級号給は、前項の規定にかかわら

ず、当該職員がかつて職員であった期間において管理監督職への任用がな

かったものとして、局内の他の職員との均衡を考慮して昇格、昇給等の規

定を適用したときに当該退職した日に属することとなる職務の級及び受け

ることとなる号給とする。 

 

  

別表第10（第７条関係） 別表第10（第７条関係） 

 職 区分   職 区分  

 略    略   

 政策主幹 略    ６種  

 副課長    副課長   

 略     略    

 略     略    

  

附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


